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　双日グループは、CSR活動をステークホルダーの皆さま
に紹介することを目的として、2006年度からCSRレポート
を発行しています。2008年度版では、社会的課題に対して、
双日が事業において取り組んでいることを特集ページで紹
介。後半ページでは「マネジメント報告」「社会性報告」「環
境報告」として、ステークホルダーに対しての双日グループ
の考えや方針、それに基づいた取り組みを報告しています。
　本報告書の制作にあたっては、GRI注が発行するサステナ
ビリティ報告のガイドライン「GRI Sustainability Reporting 
Guidelines 2002」を参照しています。

報告期間
2007年度（2007年4月1日～2008年3月31日）を実績
データの対象期間としていますが、活動や取り組み内容お
よびデータは一部直近のものを含みます。
対象範囲
双日株式会社（単体）および一部の双日グループ会社
発行情報
2009年1月発行（前回：2008年3月、次回予定：2009年9月）
参照ガイドライン
「GRI Sustainability Reporting Guidelines 2002」

双日、当社：双日株式会社単体を指します。
双日グループ、当社グループ：双日グループ会社（2社以上）
を指します。

2008年3月期アニュアルレポート（2008年9月発行）
2008年3月期有価証券報告書（2008年6月発行）
コーポレート・ガバナンス報告書（2008年10月発行）
※上記は双日株式会社のホームページでご覧いただけます。

編集方針

報告期間・対象範囲

本文中の名称表記

本誌以外に発行している報告書

ご意見・お問い合わせ先

〒107-8655　東京都港区赤坂6-1-20
E-mail：csr-report@sojitz.com
TEL：03-5520-3404　FAX：03-5520-2125

双日株式会社
広報部

目次・編集方針

会社概要・財務情報

双日グループの事業

トップメッセージ

事業活動を通じて社会の課題解決に貢献

　総合商社初の品質管理室を設置し取り組みを強化

　多方面からの新エネルギーへの取り組み

　地元農民とともに成長する植林・チップ製造事業

　中国で排水管用パイプの製造・販売事業に進出

　地域の皆さまから必要とされる商業施設を目指して

マネジメント報告

　■ 双日のCSR

　■ コーポレート・ガバナンス

　■ コンプライアンス

　■ 情報開示

社会性報告

　■ 社員との関わり

　■ 社会貢献への取り組み

環境報告

　■ 環境への取り組み
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Global Reporting Initiativeは、UNEP（国連環境計画）と
CERESが、サステナビリティ報告のためのガイドラインを作
成・普及するために設立した非政府組織。

注 GRI：
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双日株式会社（Sojitz Corporation）

2003年4月1日

160,339百万円

代表取締役社長 加瀬 豊（かせ ゆたか）

〒107-8655 東京都港区赤坂6-1-20

03-5520-5000

03-5520-2390

http://www.sojitz.com

国内   7カ所（支店、国内法人等）

海外 93カ所（現地法人、駐在員事務所等）

国内 195社

海外 424社

単体  2,287名

連結 18,294名

監査役会設置会社

東京証券取引所、大阪証券取引所

会社名

設立

資本金

代表者

本社所在地

TEL

FAX

URL

拠点数

関係会社数

従業員数

組織形態

上場証券取引所

会社概要 財務情報
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0

200

400

600

800

1,000

1,200（億円）
経常利益・当期純利益（連結）

06/3 07/3 08/3月期

788

437

895

588

1,015

627

所在地セグメント別売上高（連結）

（億円）
売上高（連結）

06/3 07/3 08/3月期

49,721 52,182
57,710

事業拠点所在地（海外）

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

経常利益 当期純利益

日本  77.2％
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北米  5.2％
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アジア・オセアニア  11.6％
その他  2.0％

（2008年9月30日現在）
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双日グループの事業

■  エネルギー事業本部
石油・ガスの上流権益の開発・生産とそ
の販売・トレーディングを基盤とし、これ
に原子力事業、エルエヌジージャパン株
式会社を通じた液化天然ガス（LNG）事
業を加えた「複合型エネルギービジネ
ス」を推進しています。

■  金属資源事業本部
石炭、合金鉄、非鉄金属、貴金属、レアメ
タルなどさまざまな金属資源を取り扱っ
ています。上流権益への投融資による資
源確保と、それに伴うトレーディング・販
売事業を両輪と位置付け、総合商社な
らではのシナジー効果を発揮させる事
業展開を図っています。

■  鉄鋼事業本部
成長著しい鉄鋼産業への取り組みとし
て、上流権益の鉄鉱山開発から、当社
40％出資の株式会社メタルワンを通じ
た下流事業の国内外鉄鋼製品販売に
至る、一貫した鉄鋼産業への取り組み
を行っています。

■  環境・新エネルギー分野
持続的成長を実現するために、バイオ燃
料や太陽光発電などの環境・クリーンエ
ネルギー事業といった将来の有力事業
の育成にも取り組んでいます。

機械・宇宙航空部門

エネルギー・金属資源部門

■  自動車本部
完成車、ノックダウン（KD）部品輸出お
よび組立事業に加え、川上事業である
部品・エンジニアリング事業から川下事
業であるアフターマーケット市場まで、
裾野の広い独自のバリューチェーンを
構築しています。

■  情報・機電本部
製鉄・肥料（化学）・エネルギー・電力など
の大型プラントや発電・インフラなどの大
型プロジェクト、情報通信・ネットワーク
機器、表面実装機や電子部材、軸受け、
産業機械など幅広い分野において、世界
各国や日本で事業を展開しています。

■  宇宙航空本部
民間航空機をはじめとして、防衛・宇
宙などの各分野で事業に取り組んでい
ます。

■  船舶本部
新造船、中古船、傭船、舶用機器、自社
船保有事業まで幅広い分野の複合的協
業により、業界屈指の総合力、競争力を
発揮しています。

（2008年3月期）

事業セグメント別
売上高（連結）

機械・宇宙航空
21.2％

エネルギー・
金属資源
25.4％

化学品・合成樹脂
12.2％

その他事業
2.2％

海外現地法人
11.3％

生活産業
21.7％

建設・木材
6.0％

双日グループの事業領域は多岐にわたります。
次に紹介する各部門において、「トレーディング」に
とどまらず、投融資などの「ファイナンス」や「コーデ
ィネーション」を通じてさまざまな事業を推進して
います。
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■  食料本部
農産物や水産物、畜産物、それらの加工品である食料品分野全般を取り扱っています。
「安全・安心な川上から川下までの一貫した食の創造的バリューチェーンの構築」をビジ
ョンに掲げ、国内外に協力工場・合弁会社を多数擁し、原料調達・加工・流通・販売と、バ
リューチェーンを網羅した戦略的な取り組みを展開しています。

■  繊維・物資本部
強みを持つサプライチェーンを生かした衣料事業や製品卸売事業、グローバルな機能
によるテキスタイルオペレーション事業や高機能繊維原料や産業資材事業を展開して
います。加えて、全国の専門チェーンや大手量販店に生活用品の商品供給を行うライフ
スタイル事業や、チップ植林、生活消費財などを取り扱う物資・リテール事業も推進して
います。

■  建設本部
総合商社のネットワークと情報収集力を生かし、企画・開発能力を備えた総合デベロッ
パーとして、マンション事業と商業施設開発事業をコア分野としています。マーケットの
動向と社会のニーズを的確に捉え、当社の強みである商品企画力と事業構築力を生かし
たビジネスを推進しています。

■  木材本部
CO2吸収源として利用促進が期待される持続的で再生可能な木材資源を基盤として、
世界各地からの輸入をはじめ三国間貿易、国内流通、海外での製造事業など、幅広い事
業展開をしています。スケールメリットを生かした買付力と効率的物流で安定的な資源
の確保に貢献しています。

■  化学品本部
川上型商材の資源・基礎原料から、川中・川下型商材の機能・先端材料まで、肥料、メタ
ノール、石油化学品、溶剤、機能先端材料、稀土類、医農薬、触媒、化粧品原料など、
1,400以上の製品の取り扱いおよび事業展開を行っています。

■  合成樹脂本部
コンパウンド事業や合成樹脂原料、各種パッケージ用フィルム、包材、液晶などの電子材
料の取り扱いを中核子会社である双日プラネット株式会社にて行っています。海外は中
国・アジア各国を重点地域とし、樹脂原料販売から製品販売まで一貫してカバーできる
サービス網を構築しています。

生活産業部門

建設・木材部門

化学品・合成樹脂部門
A

G

L D

J E
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　日本が経済発展をする過程において、総合商社は世界と日本

との「架け橋」になるとともに、日本の産業基盤の形成に貢献して

きました。

　現在では事業内容そのものも「トレード」や「物流」にとどまら

ず、幅広い分野での「事業投資」および｢ファイナンス｣、そして事業

の「コーディネーション」から「オペレーション」にまで拡大してい

ます。また、資本や労働力のグローバル化が進む今、世界中のさ

まざまな国・地域の特性や文化に合致した事業展開を行うこと

が、非常に重要になってきていると考えています。

　道路や鉄道などの産業インフラにはじまり、病院・学校・住居な

どの生活インフラ、それらをつくるためのセメント事業あるいは近

代的な農業を行うための肥料プラントというように、経済発展の

度合いによって必要とされるビジネスも変わっていきます。そして

かつて日本の経済成長が海外からの技術導入に支えられたよう

に、今度は日本から途上国への技術移転が、そして現地において

雇用を生むビジネスの展開が求められているのです。

　こうした要請・期待に応えるために、総合商社が持つ多様な

「機能」とこれまでの事業活動の中で培われてきたグローバルな

視点を生かしながら、それぞれの国・地域においてもっとも有効

な方法で、現地に貢献できるビジネスを構築していくことこそが、

現代社会において総合商社に求められている重要な役割だとい

えるでしょう。双日グループはこれからも日本のみならず世界の

経済発展を牽引する役割の一端を担っていきたいと考えています。

　2003年の設立以来、「双日グループは、誠実な心で世界の経

済や文化、人々の心を結び、新たな豊かさを築きつづけます。」を

企業理念として掲げてきました。

　ここでいう「新たな豊かさ」とは、もちろん経済的な豊かさだけ

 多様な「豊かさ」の実現に向けて
「誠実」「信頼」に立脚した
 企業活動を行っていきます

トップメッセージ

「有言実行」で社会からの信頼を得る

社会における総合商社の役割
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を意味するものではありません。私たちは、それぞれの土地に根

ざした多様な文化や価値観を尊重しつつ、人々の生活の質の向

上に貢献していくこと、そしてそれを通じて社会との共存共栄の

関係を築いていくことを目指しているのです。

　双日グループのCSRの取り組みは、この企業理念を地道に実

践していくことにあります。そのために重視しているのがすべての

企業活動の基本でもある「誠実」と「信頼」です。社会的な要請に

対して常に「有言実行」で応えていく。それによって社会から信頼

される企業となることが何よりも重要だと考えています。

　現在、企業活動が社会に与える影響に対する関心がこれまで

になく高まっています。事業を行うにあたり、環境への影響を考慮

する、人権を尊重する、といった当然の配慮なしには、企業は社会

の中で存続していくことはできません。そして、CSRへの取り組み

は、景気の波に左右されることなく、持続的に行っていく必要があ

ります。こうしたCSRへの認識を、社員が行動を起こす際の精神的

な支柱にまで高めて、浸透させていく必要があると考えています。

　世界では今、温暖化問題をはじめ、さまざまな地球的規模の課

題が深刻になりつつあります。2050年には約90億人になると見

込まれている人口を養っていかなければなりません。これらの課

題を解決し、世界の人々がそれぞれに「豊かさ」を享受できる環

境をつくっていくことが、社会全体にとっての急務といえるでしょ

う。その中で、私たちが事業活動を通じて担える役割は決して小

さくないと感じています。

　一例が新エネルギー事業の開発です。その一環として双日で

はブラジルでサトウキビを原料としたバイオエタノール・砂糖製造

事業に力を入れています。ガソリンに代わるエネルギーとして注目

が高まっているバイオエタノールですが、サトウキビはトウモロコ

シなどの穀物を原料とする場合と比べて短い工程でバイオエタノ

ールを製造することができ、より環境負荷が少ない原料というこ

とができます。また、放牧地を中心にサトウキビ栽培地の拡大を

進め、他穀物の栽培地からの転用は行わないなど、食糧問題にも

配慮しています。ビジネスを持続的に行っていく上ではこうした

CSRの観点に立脚した規範に則って行動することが大切である

と考えています。　

　こうした事業を通じた貢献と、利益の創出とは直接関連しない

本業以外での活動とを、車の両輪のようにバランスよく進めてい

くことの重要性も強く認識しています。後者に関しては現在、災害

被災地への支援活動や国際交流などを展開しています。今後は

教育分野に力を入れるとともに、医療などの分野にも取り組みを

広げるべく検討中です。時代の要請に合致しつつも、持続性、継

続性のある活動を「両輪」で積み重ねていきます。

　こうした私たちの事業活動、そしてCSR活動の源泉は「人」に

あります。これまでも私自身、社員一人ひとりに積極的に声をか

け、意見を言いやすい雰囲気をつくるなど、社員との双方向のコミ

ュニケーションの充実と企業風土づくりに努めてきました。今後

は、双日のCSRについて、社員全員が改めて認識を共有できるよ

うメッセージを強く発信していくとともに、CSR研修をはじめとし

たCSR意識の啓発・浸透活動を強力に推進していきます。最終的

には、社員一人ひとりが「双日のCSR」を語れるようになることを

目標としています。

　私が社員に求めたいのは、自分の仕事、あるいは会社そのもの

に対して誇りを持ってほしい、そうできるような仕事をしてほしい

ということ。世界中のどこにおいても、「また一緒に仕事をしたい」

と思ってもらえるような信頼関係を、周りの人 と々築いていく。そ

の地道な積み重ねから、「信頼される会社」としての双日が実現さ

れていくと信じています。

　これからも、持続的な企業活動のために、これまで以上に社会

とのコミュニケーションを充実させ、そこから得た意見を取り入

れながら、改善を重ね続けていきます。本レポートをお読みいた

だいた皆さまからの、忌憚のないご意見をお待ちしております。

双日株式会社　代表取締役社長

事業を通じて、社会の課題解決に寄与する

自分の仕事に、会社に誇りを持つ



事業活動を通じて
社会の課題解決に貢献

食の安全と安心
総合商社初の品質管理室を設置し
取り組みを強化

環境問題の解決に寄与する新エネルギー
多方面からの
新エネルギーへの取り組み

植林を通じた地域経済発展への貢献
地元農民とともに成長する
植林・チップ製造事業

中国の発展と環境問題
中国で排水管用パイプの
製造・販売事業に進出

環境・社会性に配慮したショッピングセンター
地域の皆さまから必要とされる
商業施設を目指して

特集

さまざまな国や地域で事業活動を行っている双日グループ。
その地域・社会にある課題および地球規模の課題の解決にも貢献し、
皆さまに信頼される企業を目指しています。
わたしたちが事業活動を通じて行っている取り組みの一例を紹介します。

双日グループCSRレポート 20087



© energetica, Austria

双日グループCSRレポート 2008 8



　2007年度、当社の子会社である双日食料株式会社が輸入
手続きを行った冷凍食品を食べた消費者に重大な健康被害
が発生し、警察による調査によって当該商品から有機リン系
農薬が検出されるという事態が発生いたしました。当社では
今回このような事態が発生した事実を真摯に受け止め、グルー
プを挙げて“食の安全・安心”のための体制強化を従来にも増
して進めておりますので、その取り組み内容を報告いたします。

　双日グループでは従来、「双日グループ・食品安全確認確保
規約」を基本として「食の安全・安心」への取り組みを行ってき
ましたが、その実効性をより高めるため、2008年4月1日付で
食料本部内に「品質管理室」を設置し、グループ全体の「食の
安全・安心」を一元的に管理・指導する体制を整えました。
　品質管理室では、財団法人日本冷凍食品検査協会注1の専

品質管理室によるグループ一元管理

総合商社初の品質管理室を設置し
取り組みを強化

食の安全と安心

双日グループでは、従来の品質管理体制を刷新、総合商社初の「品質管理室」を設置して
“食の安全・安心”への取り組みを強化しています。
双日グループでは、従来の品質管理体制を刷新、総合商社初の「品質管理室」を設置して
“食の安全・安心”への取り組みを強化しています。

注2 主要項目のみ記載しています。
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流通製造 製品

産地の残留農薬検査

産地確認・指導
クレーム対応

生産工場

原料の残留
農薬等の検査

製品の残留
農薬等の検査

工場監査・
生産立ち会い

従業員教育

品質管理室 海外分室

品質管理室

» » » »

双日グループ 食の製品安全確保体制注2
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品質管理教育研修

門家を室長として迎え、専門性の高い品質管理体制を構築。
以下のような取り組みを行っています。

1 農薬等の検査体制を整備しました
　従来の検査体制は「製造段階」に対するものが中心となって
いましたが、その対象を「原料段階」さらには「産地」にまで広
げた体制を確立し、安全性を検証していきます。

2 工場監査の項目を拡大しました
　工場監査のチェック項目を従来の約100項目から約150項
目に拡大し、より厳格な監査を実施するための基準を整備し
ました。従来は、製造工程管理等の「フード・セーフティ」に関す
る項目が中心でしたが、これらに化学物質等の管理体制・監
視カメラの有無といった「フード・セキュリティ」に関する項目
を追加し、安全・安心の強化を図ったものです。

3 工場監査・生産立ち会いを強化しました
　従来、グループ各社で行ってきた工場の監査を、統一した判
断基準に基づき、原則、品質管理室が実施し、監査業務と工
場情報の集約化を図ります。また、同室に監査員６名を配置、
定期監査を実施します。さらに、新規工場の審査や新商品の
初回生産の際には、同室の立ち会いを原則とするなどの強化
を図りました。

4 中国分室を設置しました
　2008年5月8日、双日大連会社の事務所内に「品質管理室
中国分室」を設置しました。双日グループと取引のあるすべて

の中国生産工場を対象に、1)生産工場の管理および生産工
場が使用する農・畜・水産原材料のリスクの実態調査　2)安
全・安心な原材料確保のための産地の確認・改廃・指導　3)
品質管理レベル向上のための生産工場幹部社員向け品質管
理教育研修などを行います。今後、当社では、生産工場の多い
東南アジアにも分室を設置し、海外における生産工場の管理
体制の強化を図っていきます。

5クレームレベルの判断基準を見直しました
　問題発生時の早期対応と被害の最小化をより確実なもの
とするため、クレーム発生時、5段階からなる「クレームレベル
判定表」に基づく対応基準の厳格化と対応項目の見直しを行
いました。

　双日では、以上のような取り組みを通じ、消費者の皆さまに
より安全で安心な食品をお届けできるようグループを挙げて
努めています。

「品質」と「リスク」に対する知識と意識の向上に努めます

双日グループでは、従来の品質管理体制を刷新、総合商社初の「品質管理室」を設置して
“食の安全・安心”への取り組みを強化しています。

　品質管理室では本文で述べる5つの項目を柱に「食の安全・安心」の向上に取り組んでいますが、
こうした体制・制度の整備に加え、大切なのは、やはり「人」だと思います。お客様により安全で安心
な食品をお届けするために必要となる、「品質」と「リスク」に対する高いレベルの知識と意識を備え
た「人」を育てる、ということです。
　このため品質管理室では、グループ各社を対象とした教育・研修プログラムの整備と実施に力を
注いでいます。また、「食品安全連絡会議」を設置し、定期開催することを通じて、品質管理情報のグ
ループ内共有を図るとともに意識の向上に努めています。

食料本部
品質管理室 室長

伊村　衛

注1 財団法人日本冷凍食品検査協会は、食の安全と安心を守る総合食品検査機関として
試験・検査・品質保証を３本柱に多様なニーズに対応している公的機関です。
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資源エネルギー事業
開発室
木村英人

　「環境・新エネルギー事業推進コミッティー」は2008年1月
に発足した全社横断組織。副社長の田邉をリーダーに、「バイ
オエネルギー」「太陽光発電」「燃料電池」「CDM（排出権取
引）」「ESCO（省エネサービス事業）」「水資源」の6分野につい
て、それぞれに、部門を越えた分科会を設置し、“環境と新エネ
ルギー”の将来あるべき姿を探るとともに、情報共有と事業の
推進を図っています。また、同コミッティーの事務局を務める、
エネルギー・金属資源部門「資源エネルギー事業開発室
（2006年4月発足）」では、環境に配慮したさまざまな事業の
開発に取り組んでいます。
　ここでは、それらの取り組みのなかから「バイオエネルギー」
「太陽光発電」「石炭の有効活用」の3分野について、それぞれ
の担当者がその現況を紹介します。

　地球温暖化が深刻化するなかで、バイオエタノール（植物を
原料とするエネルギー）は、ガソリンの代替燃料として世界中
で注目を集めていますが、一方で、その急速な需要拡大の影響
で穀物価格高騰などの問題を引き起こしているともいわれて
います。双日では、こうした課題に配慮し、
ブラジルにおいて「サトウキビ」を原料と
したバイオエタノール・砂糖製造事業を
進めています。
　ブラジルを代表する大手コングロマリ
ットのオーデブレヒト社が設立し双日が
33.3％を出資するエー・テー・アガー・ビ
オエネルジア社（以下「ETH社」）は、
2015年には合計8～10の工場で、年間約270万キロリット
ルのエタノールとともに約97万トンの砂糖生産を計画する、ブ
ラジル最大級のプロジェクトとなります。
　植物由来のバイオエタノールは、原料となる植物の生育過

程でCO₂を吸収することから、ガソリンなどの燃料と比べて地
球環境への負荷が少ないエネルギーということができます。さ
らに、サトウキビを原料とするエタノール製造は、1)トウモロコ
シなどの穀物を原料とする場合のようにデンプンをいったん
糖に変えてエタノールを作るのと比べ、糖から直接エタノール
を作ることができるため、製造過程で使用するエネルギーが
少なく済む、2)工場で使用する電力は、サトウキビの搾りカス
（バガス）を利用して発電を行うため化石燃料を使用しない
――などの理由より、トウモロコシなどの穀物を原料とする場
合に比べ、温暖化ガスの削減効果が格段に大きいといえます。
　ETH社のサトウキビ耕作地拡大は、同国の耕作可能地の5
割近くを占める広大な放牧地を中心に行うことで他の穀物耕
作地への影響の最小化を図る、また、エタノールとともに砂糖
も生産し、両者の間での生産比率調整を行うなど、食糧問題
にも配慮した事業展開を図っています。

　地表に降り注がれる太陽エネルギーは、地上で実際に利用
可能な量としてみても、世界で消費される全エネルギー量の
約50倍に達するといわれています。この膨大なエネルギーを
利用する太陽光発電は、事実上無尽蔵のエネルギーともいわ
れ、地球環境保全の観点から、普及が強く望まれています。し
かしながら太陽光発電は、導入コストの高さがその普及の障
害となり、さらには太陽光発電パネルのコア原料となるポリシ

バイオエネルギー

太陽光発電

多方面からの
新エネルギーへの取り組み

環境問題の解決に寄与する新エネルギー

双日グループは、環境問題への対応を重要課題の一つと位置づけ、部門横断的な組織として
「環境・新エネルギー事業推進コミッティー」を設置して、これからの時代に求められる新しい
エネルギー事業の開発に積極的に取り組んでいます。

双日グループは、環境問題への対応を重要課題の一つと位置づけ、部門横断的な組織として
「環境・新エネルギー事業推進コミッティー」を設置して、これからの時代に求められる新しい
エネルギー事業の開発に積極的に取り組んでいます。

ETH社の工場の一つである
エルドラド工場（サンパウロ北西
1,200キロメートル）

双日グループCSRレポート 200811



リコンの安定調達の難しさがボトルネッ
クとなってきました。
　双日は従来より、そのポリシリコンの
原料となる金属シリコンの日本への輸入
においてシェアNo.1を誇っていました
が、さらなる安定供給を目指して、このほ
ど世界最大の金属シリコンメーカーであ
る米国Globe社とアジアにおける代理店

契約を締結。さらには太陽光発電用途に必要十分な品質のポ
リシリコンを製造する新技術にも積極的に投資するなど、産業
としてようやく自立を始めた太陽光発電の普及に向けて積極
的な取り組みを開始しています。
　双日は総合商社の強みを生かし欧・米・アジアおよび国内に
おいても事業拠点の確立を進め、裾野の広い太陽光発電事業
のバリューチェーンに地球規模で対応していきます。

　石炭は、世界中で埋蔵量が最も多い化石燃料である一方、

エネルギーとして利用する際のCO₂発生が他の化石燃料に比
べて多いという課題を抱えています。この課題を解決し、石炭
の有効利用を図る技術として注目を集めているのが、CCT
（Clean Coal Technology：クリーンな石炭の利用技術）と
CCS（CO₂ Capture and Storage：CO₂の回収・貯留）。石
炭を効率的に利用しCO₂の「排出を抑
制」する技術がCCT、一方、排出された
CO₂を「回収」し、深い地中などに「貯留」
することでCO₂を固定化する技術が
CCSと位置付けられますが、双日はこの
両分野において、それぞれ日本企業を
リードする先端的な取り組みを展開して
います。
　双日は、CCTの一つである「褐炭直接液化技術」を保有する
唯一の商社という強みを生かし、石炭を環境にやさしく、かつ
経済的に利用する「石炭のガス化」「低品位炭の高品位化」な
どの事業展開を図っています。
　またCO₂削減手段の本命ともいわれるCCS分野において
は、CO₂を炭層に固定してメタンガスを回収する（図④）事業
の検討を進めているほか、カナダのアルバータ州で進められ
る、CO₂を回収し、貯留場所として最も有望といわれる地中の
帯水層に固定する（図③）ASAP（Alberta Saline Aquifer 
Project）に日本企業として唯一参加（2008年11月現在）。
　双日はCCT／CCSの両分野を通じて、地球温暖化を抑制
する持続可能な“新エネルギー”としての石炭事業開発に取り
組んでいきます。

石炭の有効活用（CCT／CCS）

双日グループは、環境問題への対応を重要課題の一つと位置づけ、部門横断的な組織として
「環境・新エネルギー事業推進コミッティー」を設置して、これからの時代に求められる新しい
エネルギー事業の開発に積極的に取り組んでいます。

資源エネルギー事業
開発室
伊藤佳彦

資源エネルギー事業
開発室
牧野英一郎

双日プラネットが韓国に
納入した太陽光発電設備

CO₂地中貯留の形態区分

③帯水層貯留（海域）

③帯水層貯留（陸域）

①枯渇油・ガス層貯留

CO₂注入
石油・ガス回収

メタン回収

④炭層固定

②石油・ガス増進回収

1km

2km
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チップ製造会社
植林会社

双日フォレスト・マネジメント社

マプト・ウッドチップス社 GPFL社

EPFL社

（Green Triangle Plantation
Forest Company of Australia Pty. Ltd.）

（East Victoria Plantation
Forest Company of Australia Pty. Ltd.）

（Quy Nhon Plantation Forest Company of Vietnam Ltd.）

ビジャチップ・カイラン社

ビジャチップ・ブンアン社

ビジャチップ・ダナン社

QPFL社

植林を通じた地域経済発展への貢献

南アフリカ共和国の植林地

　私たちの生活に欠くことのできない「紙」の原料である木材
チップの安定供給を図り、並行して植林事業を行うことで環境
保全にも配慮、ひいては地域の経済発展にも貢献する――。双
日がベトナムで大きな成果をあげてきたこのビジネスモデル
が、いままたアフリカでも動き始めました。
　双日を中心にベトナム現地の5つの林業会社が資本参加す
る合弁会社ビジャチップ社。同社は、ベトナムで3つのチップ製
造工場を展開すると同時に、その近郊で植林事業を行ってい
ます。その最大の特色は、従来行われてきたような「外国企業
による大規模な植林」事業ではないところ。5つの林業会社が
株主であると同時に「パートナー企業」として事業に参加し、こ
れらのパートナー企業を通じて融資や無料の苗木配布を受け
た地元農民たちが、植林や木々の成育事業の主体となってい
る点にあります。
　農民たちによって植えられた樹木は、ビジャチップ社が買い
上げてチップに加工、日本へと輸出されますが、樹木の買い上
げ量が当初から決まっていることから、農民たちにはあらかじ
め一定の収入が保証されます。そして、それがさらなる植林へ

のモチベーションとなって、荒廃地の緑化とともに地域経済の
発展にも大きく寄与する、という仕組みです。
　こうした方法により、植林の合計面積が約26,000ヘクター
ルに達し、年間約50万人の雇用を創出しているベトナムでの
植林・チップ製造事業。双日は、このビジネスモデルの他地域
への展開を目指し、まずは、アフリカ南部での植林・チップ製造
事業に参入しました。南アフリカ共和国の2つの企業と共同
で、同国に植林事業会社（双日フォレスト・マネジメント社）を、
さらに、隣国のモザンビークにチップの加工・輸出会社（マプ
ト・ウッドチップス社）を設立し、植林からチップ輸出までの一
貫事業を手がけていく
予定です。
　双日ではさらに、ラ
オスやカンボジアなど
のASEAN諸国に対し
てもこのビジネスモデ
ルの拡大を検討してい
ます。

地元農民とともに成長する
植林・チップ製造事業

■ 双日の植林・チップ製造拠点
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環境・社会性に配慮したショッピングセンター

「モラージュ菖蒲」の
キッズゾーン「ソユーひみつの森」

　双日グループでは、郊外型の大型ショッピングセンター「モラー
ジュ」を全国3カ所で展開。それぞれのショッピングセンター
では、地域社会への貢献や環境への配慮に積極的に取り組ん
でいます。
　「モラージュ佐賀」（佐賀県佐賀市）が取り組むのは、自社施
設による生ゴミの処理。敷地内の一角にコンポスト（堆肥）装置
を設け、施設で排出される生ゴミはすべて、このコンポストを利
用して堆肥化しています。これにより生成される堆肥は月平均8
～9トン。これらはすべて地元の農協や青果栽培業者に無償で
配布され、有機栽培用肥料として使用されています。
　「モラージュ柏」（千葉県柏市）では深井戸設備を導入。水道
水の使用を抑制するとともに、緊急災害時における地域への井
戸水供給も考えています。
　「モラージュ菖蒲（2008年11月28日オープン）」（埼玉県南

埼玉郡菖蒲町）の大きな特徴は“地域の子育てファミリー層に
優しいショッピングセンター”。施設内のキッズテーマパーク「ソ
ユーひみつの森」には託児所を設け、買い物3,000円分のレシー
トで子どもを無料で預けられる全国でも珍しいサービスを導入
しています。また、奇抜な原色を避けた落ち着いた内外装デザイ
ン・配色の採用、CO₂の排出量が少ない夜間電力を利用した氷
蓄熱式冷房システムや
LED照明の導入、地下
水の保全・涵養や太陽
熱の蓄熱緩和に役立
つ透水性カラー舗装
の採用なども、地域・環
境配慮への取り組み
の一環です。

地域の皆さまから必要とされる
商業施設を目指して

中国の発展と環境問題

曹妃甸工業区で製造する金属プラスチック複合パイプ

　中国では深刻な水不足や水汚染の改善のため、排水網や下
水処理場の整備が急務となっています。双日はこれらの問題解
決に大きく寄与する、新技術を応用した排水管用の金属プラス
チック複合パイプの製造・販売事業に進出しました。
　このパイプは、プラスチックを金属で補強しているため、十分な
強度を保ちながらも軽量で柔軟性に優れており、土壌汚染や地
下水汚染の原因となる汚水の土中への漏洩を防ぎます。また金
属補強により、原料となるポリエチレンの使用量を大幅に減らし
製造コストの削減を図ることが可能なため、インフラ整備の促進
にも役立ちます。
　双日はこの事業を推進するため、ハルビン工業大学星河実業
有限公司との合弁により、唐山曹妃甸双星複合管道有限公司を

設立しました。双日の出資比率は61％で、総事業費は約10億円。
新会社は、2009年までに製造設備を拡大することにより、年間
約2万トンの金属プラスチック複合パイプを生産する計画です。
　新会社を設立した河北省の曹妃甸工業区は、中国第11次5
カ年計画の国家重要プロジェクトと位置付けられる、アジア最大
規模の産業都市開発。中国政府から「環境配慮型循環経済モデ
ル都市」にも指定されて
おり、新会社が供給する
排水管用パイプは、同工
業区の環境保全とインフ
ラ整備の両立に役立つ
ものと期待されています。

中国で排水管用パイプの
製造・販売事業に進出

ソウヒデン

かんよう

双日グループCSRレポート 2008 14



双日グループCSRレポート 200815

マネジメント報告

双日のCSR

双日グループは、誠実な心で世界の経済や文化、
人々の心を結び、新たな豊かさを築きつづけます。

社会の一員としての双日

　「双日グループスローガン」は、双日グループの意思や姿勢を社会に対して簡潔な言葉として発信し、社会と
のコミュニケーションを促進するメッセージと位置づけられるものです。社員一人ひとりが、これまでの常識に
とらわれない自由な発想で考え、新たな価値を社会に実現していくことを宣言しています。

双日グループは、“誠実な会社”であることを何よりも大切にしながら、
グローバルな事業展開を通じて、豊かな社会づくりに貢献してまいります。

株主／投資家

消費者／顧客

社員

地域社会 取引先

行政官庁

NGO／NPO

双日グループの
主なステークホルダー
双日グループにとっての重要な
ステークホルダーは、左図のほ
かにも、金融機関、マスコミ、学
生など数多く存在しています。

双日グループ企業理念

双日グループスローガン



双日は社会との共存共栄を目指します
　双日グループは企業理念として「双日グループは、誠実な
心で世界の経済や文化、人々の心を結び、新たな豊かさを築
きつづけます。」を掲げています。その目指すところは、社会と
の共存共栄であり、双日グループが、CSRを経営の主眼に置
き、事業活動を通して社会的課題解決に努めることで新たな
価値を創造することを意味しています。
　当社の幅広い事業領域やグローバルなネットワークを生か
し、また、社員一人ひとりが、社会の要請を意識して事業に取
り組むことで、双日らしいCSRを実践し、社会との共存共栄
を目指しています。

ステークホルダーとの関わり
　世界各地でさまざまな事業活動を行う双日グループは、多
くのステークホルダーの皆さまとの関わりを持っています。当
社グループが、社会における責任を果たしていくためには、ス
テークホルダーの皆さまとの一層の信頼関係の構築・強化が
何より重要です。そのため、信頼の前提である誠実な経営の
展開を何よりも大切にしながら、皆さまとのコミュニケーショ
ンを推進することによって、常にニーズの把握と期待に沿っ
た価値の提供に努めています。

「コンプライアンス行動基準」に定められた「企業
の社会的責任に配慮した企業活動」

　双日グループ企業理念「双日グループは、誠実な心で世界
の経済や文化、人々の心を結び、新たな豊かさを築きつづけ
ます。」に基づいて策定された「双日グループ・コンプライアン
ス行動基準」では、冒頭において以下の項目を定めています。

企業の社会的責任に配慮した企業活動
（1）  双日は、国際社会の一員として、また良き企業市民とし

て、国際活動における協調と融和および企業の社会的
責任に常に配慮し、積極的に社会貢献に努めます。

（2）  双日は、健全な地球環境の維持の重要性を十分認識し、

そのための継続的な活動を行うとともに、貧困・人権な
どの社会問題に積極的に取り組むことで、次の世代に豊
かな地球を引き継ぎます。

（3）  双日は、企業活動のあらゆる場面において平等の精神を
尊重し、人種、国籍、信条、性別等を理由とした差別的取
扱いはしません。

　同行動基準は、それに基づき制定された「コンプライアン
ス行動基準マニュアル」とともに小冊子にして双日グループ
の全役職員に配布し、さらにe-ラーニング研修を実施するな
ど、その周知・徹底が図られています。

　「CSR委員会」（委員長：専務執行役員／事務局：広報部）
を設置し、双日グループのCSR活動全般に関する審議、決定
を行っています。同委員会は、2007年3月に、社会、環境を
統合的に捉えCSR活動の実効性の向上を図る目的で、従来の
「CSR推進委員会」にISO14001による環境マネジメント
活動を推進する「地球環境委員会」を統合し、発足しました。
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CSR（企業の社会的責任）への取り組み

CSR委員会

■ CSR委員会体制

取締役会および経営会議

CSR委員会
委員長：専務執行役員

人
事
総
務
部
長

副
社
長（
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
管
掌
）

副
社
長（
営
業
管
掌
）

経
営
企
画
部
担
当
役
員

経
営
企
画
部
長

広
報
部
長（
事
務
局
）



基本的な考え方

マネジメント報告

コーポレート・ガバナンス

　双日は、コーポレート・ガバナンスを重要な経営の課題と
認識し、その強化のために、株主をはじめとするステークホル
ダーに対する経営責任および説明責任の明確化と、透明性の
高い経営体制の確立に努め、グループ全体の収益力の向上と
企業価値の極大化を目指して、諸施策を実施しています。

　当社は監査役会設置会社です。当社の監査役会は社外監査
役3名を含む5名（うち常勤3名）で構成されています。取締役
会から独立した監査役が、取締役による業務執行を監査して
います。
　取締役会の諮問機関として、外部から招聘した取締役が委
員長を務める指名委員会、報酬委員会を設置し、取締役の選

任、報酬に対する妥当性、透明性を確保しています。
　当社の取締役会は取締役7名（うち外部から招聘した取締
役2名）で構成され、当社の最高意思決定機関として、当社グ
ループ経営に関わる基本方針と最重要案件の審議、決裁を
行っています。
　2007年4月に、新しく会長職を設け、経営を監視する機能
を高めることを目的として、同年6月より取締役会議長を会長
が行っています。また、当社は経営の意思決定と業務執行を分
離し、権限と責任の明確化と、意思決定および業務執行の迅
速化を実現するため、執行役員制度を導入しています。さらに、
急速な経営環境の変化に迅速かつ的確に対応し、経営に対す
る責任を明確にするため、取締役と執行役員の任期を1年とし
ています。
　全社組織にまたがる経営課題に取り組むために、各種社内
委員会を設置しています。社内委員会には、内部統制委員会、
コンプライアンス委員会、CSR委員会があります。
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コーポレート・ガバナンス体制

■ コーポレート・ガバナンス体制

報
告

取締役会

取締役

連携

会計
監査

監
査

審議・提案

諮問機関

経営会議

重要な業務執行につき付議

報告

付議

内部監査

報告

株主（株主総会）

会計監査人

監査部

監査役会
監査役

社外監査役

選
任
・
解
任

業務執行取締役

指名委員会

報酬委員会

代表取締役
社長

代表取締役
会長

業務執行報告

議長

議長

社外取締役

国内外拠点営業部門コーポレート

執行役員

コーポレート担当役員 営業部門長

投
融
資
審
議
会

社
内
委
員
会

選任・解任選任・解任



1.監査役監査
　監査役は、監査役会が定めた監査の方針、監査実施計画
および業務分担などに従い、取締役会や経営会議などの重
要会議に出席しています。また、取締役などからの職務執行
状況の聴取、重要な決裁書類などの閲覧、さらには子会社か
らの営業報告を求めるなどの方法により監査を実施し、経
営に対する監査・監督機能を果たしています。監査役の監査
機能の充実を図るため、監査役会の専属組織である監査役
業務室を設置し専任スタッフを配置しています。

2.会計監査
　当社は会社法および証券取引法に基づく会計監査に関
し、あずさ監査法人へ監査を依頼しています。
3.内部監査
　毎期初に取締役会の承認を受けた監査計画に基づき、監
査部が営業部、財務部および連結子会社、海外法人を対象
に、コンプライアンス、財務報告、リスク管理状況などを重点
項目として監査をしています。さらに、監査部を増強するとと
もに、営業部、財務部および国内の連結子会社については毎
年監査を実施します。
4.監査役、会計監査人、監査部の相互連携
　監査役、会計監査人および監査部は、それぞれの立場で
監査業務を実施する上で、監査の相互補完および効率性の
観点から、双方向的な情報交換を行い、監査の実効性を高
めています。

内部統制システムの整備
　双日は、お客様をはじめとした社会からの期待や要請に真摯
に耳を傾け、それらに応えるようビジネスや業務の品質向上に
取り組むことにより、社会との共生を図る企業活動の推進およ
びそのベースとなる盤石な経営基盤の構築と改善に努めてき
ました。
　そのような中で、国内外で相次いだ決算虚偽報告事件を契

機に、企業の仕組みが外部から良く見えるよう透明性を確保
し、適切で正確な情報を開示することにより、常に信頼される
企業であり続けようということが、今改めてすべての企業に求
められています。それが、｢内部統制システムの整備｣という新
たな社会的要請です。
　わが国では、2006年5月に施行となった会社法により、会
社法上の大会社の取締役会には、「業務の適正を確保するた
めの体制（内部統制システム）構築の基本方針」を決定するこ
とが義務付けられました。注1 また、金融商品取引法により、上
場会社には、2009年度3月期決算から、｢経営者による財務
報告に係る内部統制についての評価報告書の作成とその評価
についての外部監査人による監査｣が義務付けられました（内
部統制報告制度）。具体的には、業務を可視化して評価する方
法により、適切で正確な財務報告などの情報開示がなされる
仕組みが機能していることを経営者が自ら確認し、実際に適切
で正確であることを、株主はじめ社会に誓約することになりま
す。このような方針を明確にすべく、2008年4月の取締役会
において「適正な財務報告を確保するための基本方針」を決議
しました。注２

　当社はこれらの要請に応えるべく、内部統制の重要性をグ
ループ役職員に徹底すると同時に、内部統制システムの整備・
改善を進めています。そしてこれを機に、業務の適正あるいは
財務報告の信頼性確保という、法律が求める範囲に留まるこ
となく、グループ経営全般の有効性、効率性、透明性のさらな
る向上に向けた活動を推進していく方針です。
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内部統制

注１  双日の取締役会が決議した「業務の適正を確保するための体制構築の基本方針」は有
価証券報告書に掲載されており、ホームページからもご覧いただけます

注２ こちらの基本方針も有価証券報告書に掲載されており、ホームページからもご覧いただけ
ます

経営の透明性確保



　当社は、企業会計審議会が示す内部統制の4つの目的、
（1）業務の効率性、（2）財務報告の信頼性、（3）コンプライ
アンス、（4）資産保全のうち、（1）については、SCVA（Sojitz 
Corporation Value Added）を経営指標として経営効率
の改善に着手しています（SCVA：リスクに対する収益性を表
す双日独自の指標）。（3）については、コンプライアンス委員会
を中心に活動を行っています。（4）については個別のリスク管
理の高度化を図りつつ、トータル・リスク管理の構築を目指し
ています。そして、（2）については、法制化に先がけ、2005年
11月に内部統制委員会を設置、「財務報告の信頼性を確保す
るための検証と評価に関するプロジェクト」の基本方針と計画
を策定し、内部統制プロジェクトをスタートさせました。財務報
告に関わる内部統制システムの整備と、その活動を通したグ
ループ役職員のコンプライアンスをはじめとする内部統制全
般に関する意識の向上が、このプロジェクトの目標です。

　現在、連結決算ベースでの評価の範囲を定め、ITシステム
を含む全社的な内部統制の評価と業務プロセスに関わる内
部統制の評価を進めています。各業務の現場において、財務
報告の信頼性を損ねてしまうようなミスや不正が起こらない
ような仕組みができていて、かつ、実際にきちんと仕組み通り
のチェックがなされているかを確認するという、地道ながら重
要でかつ膨大な作業が進行中です。
　このように、グループ一丸となって、社会との共生関係のさ
らなる強化のための土台作りに取り組んでいます。

リスク管理の基本的な考え方
　双日グループは「革新的な機能型商社」としてグローバル
に多角的な事業を行っています。展開する事業の性質上、当
社グループは市場リスク、事業リスク、信用リスクおよびカン

マネジメント報告

コーポレート・ガバナンス
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リスク管理

内部統制プロジェクト

資産

負債

資本

リスク計量

リスクと利益の比較

リスク・リターンの評価

リスクと資本の比較

安全性と健全性の評価

リスクアセット
■市場リスク
■事業リスク
■信用リスク
■カントリーリスク

利益

リスクカテゴリー リスク計量方法

統
合
リ
ス
ク

市場リスク

事業リスク

信用リスク

カントリーリスク

上場株式、債券、市況商品、デリバティブ、為替、在庫などを対象として、VａR（バリューアットリ
スク）の手法を用い最大予想損失額を算出しています。

事業投資に関連する未上場株式、固定資産、不動産、船舶・航空機などを対象として、VａR、モ
ンテカルロDCFの手法により最大予想損失額を算出しています。

融資、保証、営業債権などを対象として、信用供与を行っている取引先に11段階の格付けを付
与、格付けごとに予想デフォルト率を設定し、モンテカルロシミュレーションの手法を用い最大予
想損失額を算出します。

カントリーリスクの大きさに応じて、各国に9段階の格付けを付与。信用リスクと同様にモンテカ
ルロシミュレーションにより、最大予想損失額を算出しています。

■ 統合リスク管理の体系



トリーリスクなどさまざまなリスクにさらされています。このた
め、当社ではグループリスク管理を強化・高度化し、リスクを
正しく把握し管理することにより、質の高いポートフォリオを
維持することが重要と考えています。

統合リスク管理
　統合リスク管理とは、当社グループがさらされているリス
クを特定し、リスク区分毎にリスク量を計測（リスクアセット
として数値化）することで、当社グループ全体のリスクを共
通の見方で統合的に捉えコントロールする体制のことです。
　統合リスク管理の目的は、①リスクをマネージしリスクア
セットを自社の体力（＝資本）内に収めること、②リスクに見
合った収益の極大化を図ること、と位置付けています。
　従来、リスクアセットの計量は市場リスク、信用リスク、カ
ントリーリスクの3区分にて計量しており、未上場株式、出資
金、固定資産といった総合商社にとって重要な事業投資に
関連する資産のリスクは信用リスク、カントリーリスクにより
計量していました。しかし、出資先・投資先の信用状況だけ
でなく、その事業自体のリスクをより精緻に見る必要がある
との考えから、リスクアセットの計量手法を一部見直し、新
たに事業リスクという区分を加えました。そして事業投資に
関連する資産については、事業リスクとカントリーリスクによ

り計量する手法に変更しました。これにより、当社の計量は
事業投資リスクを網羅的に計量する手法となり、事業投資
の拡大という現状の事業方針に適した手法を構築できたと
考えています。

リスク管理体制
　当社では、リスク管理に関わる規程、制度、方針の企画・立
案、および個別の案件の審議や事業投資案件の事後管理を
担当するリスク管理部、法務リスクの管理およびコンプライア
ンスの遵守強化を担当する法務部、内部統制システムの構築
を担当する内部統制統括部が共にリスク管理を行っていま
す。また、リスク管理を継続的に強化・高度化するためには、
リスク管理の仕組みのグループ全体への浸透が不可欠です。
当社グループでは次のような制度を実施することにより、グ
ループ全体のリスクを管理・運営しています。
＊与信管理基準
国内外の取引先の格付を同一尺度で体系化した社内信用
格付制度を柱としてグループ全体のリスク管理を行う。

＊債権査定制度
当社グループが営業債権を有する取引先の中から一定の
基準により査定先を抽出した上で、その信用状態と当社グ
ループの債権、保全などの状況とを定期的に点検すること
で、信用リスクの状況把握と個別貸倒引当金算定の厳格化
を図る。

＊カントリーリスク管理基準
国格付制度により、国ごとのエクスポージャー限度を定め、
管理・運営を行う。

＊事業投資基準
キャッシュ・フロー内部収益率（IRR）が、資本コスト＋リス
クプレミアム（カントリーリスク＋パートナーリスク＋事業
特性など）を上回ることを原則とする。

＊事業投資の事後管理制度
投資実行後の定期的なフォローアップを行うことに加え、
撤退基準の遵守・徹底を図る。
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■ 自己資本とリスクアセットの推移

（億円） （倍）

リスクアセット（旧） リスクアセット（新） 自己資本
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0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

0.0

0.2

0.4

0.6

1.0

0.8

1.2

06/3 07/3 08/3



　企業は、単に利益をあげるだけではなく、社会のルールに
則り、自らを律して社業の発展を図るとともに、社会に貢献す
ることを強く求められており、そのために、当社はコンプライア
ンスの徹底が不可欠と認識しています。当社におけるコンプ
ライアンスとは、国内外の法令および社内ルールを守ること
に加えて、企業倫理、つまり企業に求められる節度、良識をも
守ることと考えて、全社を挙げて真摯に取り組んでいます。

（1）コンプライアンス意識の徹底
　当社は、当社グループおよび役職員が国内外の法令や社

内規程を遵守し、社会規範を尊重して節度と良識を持った行
動を徹底することを目的としたコンプライアンス・プログラム
を制定しています。
　また、コンプライアンス徹底のための行動指針であり、企業
倫理の具体的な判断基準となるコンプライアンス行動基準お
よびコンプライアンス行動基準マニュアルを策定し、役職員
への周知・徹底を図っています。
　さらに、このマニュアルの解説集である、『事例集』を作成
し、行動基準および行動基準マニュアルをまとめた小冊子と
ともに役職員に配布しています。
　コンプライアンス意識を役職員へ徹底する取り組みとし
て、各種研修・啓発を行っており、その一環として、全役職員
を対象にe-ラーニングによるコンプライアンス研修を実施す
るとともに、具体的な事例を用いたコンプライアンス研修を

マネジメント報告
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基本的な考え方

コンプライアンス

コンプライアンスへの取り組み

報告

報告

指導

【委員長】
【 委 員 】

コンプライアンス委員会
［本社］

［海外］

責任者
担当者

責任者
担当者

総支配人または法人社長
総支配人付の管理職

担当役員
部長

部門長
企画業務室長

責任者
担当者

社長
人事関連管理職等

［グループ会社］

取締役会

職能部門 営業部門

【事務局】

チーフ･コンプライアンス･オフィサー（CCO）
副社長（営業管掌）
副社長（コーポレート管掌）
内部統制統括部･情報企画部担当役員
人事総務部担当役員
法務部長

法務部

■ コンプライアンス体制

　双日は、商社に期待される企業の社会的責任を踏
まえた「双日グループ・コンプライアンス行動基準」を
以下に定め、役職員はこれを実践するとともに、双日
グループ会社への周知・徹底にも努めます。

1. 企業の社会的責任に配慮した企業活動
（1） 双日は、国際社会の一員として、また良き市民とし

て、国際的活動における協調と融和および企業の
社会的責任に常に配慮し、積極的に社会貢献に
努めます。

（2） 双日は、健全な地球環境の維持の重要性を十分
認識し、そのための継続的な活動を行うとともに、
貧困・人権などの社会問題に積極的に取り組むこ
とで、次の世代に豊かな地球を引き継ぎます。

（3） 双日は、企業活動のあらゆる場面において平等の

精神を尊重し、人種、国籍、信条、性別等を理由と
した差別的取扱いはしません。

2. 法令等の遵守と公正な取引
（1） 双日は、内外法令を遵守することはもとより、社会

通念および国際的なルールにも配慮し、常に節度
と良識ある企業活動を行うよう心がけます。

（2） 双日は、取引先・顧客等との公正な関係および政
治・行政との健全な関係を維持しつつ、経済合理
性に基づく企業活動を通じて、信頼される企業を
目指します。

（3） 双日は、企業情報を適時・適切に公開することに
努め、透明性のある経営を目指します。

（4） 双日は、社会的に有用な財・資源・サービスの提供
に絶えず努めるとともに、これを行うにあたり取引

先・顧客等の個人情報、営業秘密および知的財産
の重要性を認識し、かつ適切な管理を行います。

（5） 双日は、市民活動の秩序や安全に脅威を与える反
社会的勢力もしくはその関与が窺える勢力とは、
直接・間接を問わずいかなる取引も行わず、毅然
として対応します。

3. 社員の人格・個性および職場環境の整備
　双日は、社員の人格・個性を尊重するとともに、社員
の能力と独創性を最大限に発揮できる、安全で働きや
すい職場環境を整えます。

　本基準に反して問題が発生した場合には、経営者
自らが問題解決にあたり、原因究明および再発防止に
努めます。

双日グループ・コンプライアンス行動基準



展開しています。

（2）コンプライアンス体制の整備
　当社グループにコンプライアンスへの取り組みを徹底させ
るために、チーフ・コンプライアンス・オフィサー（CCO）を委
員長とするコンプライアンス委員会を設置しています。コン
プライアンス委員会は、コンプライアンス・プログラムを円滑
に実行し、法令遵守、危機管理対応を徹底するための活動を
行っています。CCOは、当社取締役会に委員会の活動状況
を報告しています。また、当社グループ内のコンプライアンス
違反の防止や早期発見と対応を目的として、CCOならびに
弁護士へのホットラインの設置などのコンプライアンス体制
も整備しています。国内外の拠点および主要なグループ関係
会社にもそれぞれコンプライアンス責任者および担当者を置
き、各拠点・各社の体制整備および啓発活動を進めています。
　コンプライアンスへの取り組みで最も重要なことは、法令・
社内ルールの遵守という狭義のコンプライアンス意識の徹底
に加えて、企業に求められる節度・良識を守ることを当社グ
ループのすべての役職員にまで浸透させることと考えていま
す。そのために、先に述べたコンプライアンスへの取り組みを
繰り返し実践しています。

　双日では、情報セキュリティを重要な経営課題の一つとし
て捉え、情報資産の適切な保護、利用、管理の徹底に向けた
取り組みを全グループで推進しています。
　情報セキュリティを推進する社内組織として「コンプライ
アンス委員会 情報セキュリティ分科会」を設置。またコーポ
レート部門、営業部門、ならびにグループ会社の各職場では、
その推進役として「情報セキュリティリーダー」を任命し、情
報セキュリティの実施を推進していく全社的なマネジメント
体制を構築しています。
　具体的な対策としては、ネットワークを通じた外部からの不
正アクセス対策、ウイルス対策、PCなどのハード／ソフト環境
の見直しを中心に情報漏洩対策や障害・災害対策を目的とし

た技術的対策の強化を推進しています。また、管理面の対策
として関連諸規程の整備や社員教育も実施しています。ITを
中心として情報資産の利用や管理方法をまとめた「ITセキュ
リティポリシー」や情報資産の分類と取り扱いを規定した「情
報管理規程」等の関連諸規程やルールを整備し、いつでも社
員が閲覧できるようイントラネット上でグループ内に公開して
います。また、全役職員に対してe-ラーニングによる「情報セ
キュリティ教育」を実施し、情報セキュリティ全般の意識の向
上と、双日グループとしての取り組み方針やルールに関する
教育・啓発活動を実施しています。

　2005年4月から施行された個人情報保護法を受け、当社
では個人情報を保護することの重要性を深く認識し、個人情報
を適切に取り扱うことが社会的責務であると考え、個人情報保
護の方針としてプライバシーポリシーを制定しました。個人情
報保護規程を整備し、個人情報の取り扱いに関する管理者を
任命するなど、個人情報の適正な管理を徹底しています。プラ
イバシーポリシー全文は、下記URLよりご覧いただけます。
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情報管理と情報セキュリティへの取り組み

個人情報保護

URL http://www.sojitz.com/jp/privacy/policy.html

■ 情報セキュリティマネジメント体制

双日株式会社 取締役会

情報セキュリティリーダー

情報セキュリティリーダー

コンプライアンス委員会 情報セキュリティ分科会

各部門／
職能部

グループ連結
子会社

【委員長】 情報統括役員（CIO）
【 委 員 】 部門企画業務室長、内部統制統括部長、経営企画部長
　　　　 広報部長、人事総務部長、法務部長
【事務局】 情報企画部



　双日では、会社法および金融商品取引法、その他関連の法
令を遵守するとともに、適切な情報開示体制を維持していま
す。重要な会社情報および当社の事業活動をご理解いただく
ために有用な情報は、株主をはじめとするステークホルダー
の皆さまへ適時、適切に開示していきます。

株主総会
　当社の株主総会では、経営内容へのご理解を深め、議案を
十分にご検討いただくために、招集通知送付の早期化を進め
ています。会場では営業報告をビジュアル化し、大型スクリー
ンを利用して説明しています。また、株主の皆さまが議決権を
行使しやすくするために、議決権行使の電子化を導入し、さら
に株主総会に出席できない株主の皆さまのために、株主総会
終了後の一定期間、当社ホームページへの動画の掲載も行っ
ています。

コミュニケーションツール
当社ホームページの投資家情報
　当社ホームページの「投資家情報」では、決算情報、決算説
明会資料、開示情報、株式情報などの株主・投資家の皆さま
に必要な情報をタイムリーに公開しています。

アニュアルレポート
　英語版『Annual  Report』お
よびその和文版『アニュアルレポー
ト』を発行、国内外の機関投資家の
方を主な対象として配付し、当社
の経営方針、営業概要や事業活動
について、財務情報とともに紹介し
ています。

株主通信
　当社の業績や事業活動をより
よくご理解いただくために、すべて
の株主の皆さまに年4回『株主通
信』を送付しています。当社ホーム
ページ上にも掲載しており、バック
ナンバーも含めて当社株主以外の
皆さまにもご覧いただくことができ
ます。株主の皆さまへの身近なコミュニケーションツールとし
て、今後も読みやすく親しみやすい冊子にしていきます。

個人株主・投資家に対する活動
　個人株主・投資家の皆さまが必要な情報を一覧できる
ページとして、「個人株主・投資家の皆さまへ」のホームペー
ジを開設しています。また、当社役員が株主の皆さまと直接お
話をさせていただく機会として、株主懇談会も開催していま
す。これまで東京での株主総会後に1回、東京に次いで多くの
株主がいる大阪で2回開催しました。今後もさまざまな施策
を通じて個人株主の皆さまとのコミュニケーションを充実さ
せていきます。

国内外機関投資家に対する活動
　国内の機関投資家に対しては、四半期ごとの決算発表に合
わせて決算説明会を開催しています。決算説明会では社長ま
たは副社長兼CFOが、決算の概要、営業概況および今後の経
営戦略について説明しています。また、機関投資家や証券アナ
リストの当社へのご理解を深めていただくために、個別取材に
も対応し、質疑応答や意見交換を行っています。
　海外の機関投資家に対しては、来社いただく形での個別取
材に加え、海外ロードショーを実施し、社長および副社長兼
CFOをはじめとするマネジメントが当社の経営戦略や業績
概要を説明しています。また、海外からでも容易にアクセスで
きるように各種IR資料を英訳した上で、当社ホームページに
掲載しています。

株主・投資家とのコミュニケーション

マネジメント報告

情報開示
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URL http://www.sojitz.com/jp/ir/index.html

URL http://www.sojitz.com/jp/ir/reports/annual/
index.html

URL http://www.sojitz.com/jp/ir/reports/stkholder/
index.html



基本的な考え方

社会性報告

社員との関わり

　双日グループの成長は社員とともにあります。当社が持続
的な成長を遂げ、経営ビジョンを具現化していくためには、重
要な経営資源である「人材」の強化が必要不可欠となります。
このような観点から、双日においては「『求める人材』を持続
的に『獲得』『育成』『維持』する」ことを人材戦略の基本方針と
し、さまざまな施策を行っています。

　双日における人事制度は、成果に対して公平に報い、社員
の士気を向上し、活力溢れる会社を実現して双日グループ発
展の礎となることを基本方針としています。成果の定義を「組
織目標達成のために、各自に与えられた役割に応じた目標の
達成度、および目標達成のためにとった行動」と定め、「結果」
だけでなく、結果を出すためのプロセスや行動に対しても、公
平に報いる仕組みとしています。

評価制度
　年齢や性別に関わらず、組織内における各人の役割を明確
にし、その役割を機軸とした人事制度としています。役割に応
じて各人の年度ごとの目標、求められる行動が決定され、評
価結果に応じて報酬が決定される仕組みとなっており、各人
が役割に応じて組織運営に寄与することで組織力を向上させ
ることを目指しています。
　評価の持つ役割は、「成果を測定すること」だけではなく、
「社員の士気の向上」、「人材育成」であるとの考えから、評
価の過程における評価者と被評価者間の対話を重視してい
ます。個人目標の設定時には、組織の目標・戦略を被評価者
に説明することを義務付け、目標の進捗状況や達成度、およ
び求められる行動の遂行状況についても、評価者と被評価者
間で対話を行い、評価結果の通知の際には、結果のフィード
バックだけでなく、評価結果を書面で説明することを評価者
に義務付けています。

（１）職群変更制度
　人事制度では、役割の性質や組織業績への責任の大きさ
に応じて「職群」が決定されますが、「職群変更制度」を設け
異なる役割に挑戦できる仕組みとしています。
（２）社内公募制度
　社員の主体性やキャリアプラン、および仕事に対しての多
様な価値観を発掘し、自己実現に挑戦する機会を提供するた
め、社内公募制度を導入しています。

人材の採用と育成
　双日は、市場価値の高いプロフェッショナルな人材の採用
と育成を目指し、「求める人材」の要件を「技能的側面」「資質
的側面」の2つの側面から以下のように整理しています。

　これらの要件に適合し得る人材を採用し、「技能・資質的」の
両面に磨きをかけるべく、各種人材育成プログラムを実行して
います。社員には自己実現の機会を提供し、個人が付加価値を
高められる環境を整えると同時に、積極的に行動できる社員、
変化していく時代にあって、変化に挑戦し新しい知識を吸収す
る思考力と実行力のある人材の育成に注力しています。
　また、多様な人材の採用を基本方針とし、応募者や社員に
対して人種・国籍・宗教・性別・年齢・障害などによる差別は
一切行いません。
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自己実現機会の提供

人事制度の基本方針

■ 求める人材の要件

■技能的側面：主に経営ビジョン、グループスローガン、
　　　　　　  3つのSの具現化に求められる技能を定義

・幅広い基礎能力と高度な専門能力を備えた、市場価値の高いプロフェッ
ショナルな人材（高度な専門家）

・環境の変化やグローバル化に迅速に対応し、過去の常識にとらわれない
自由な発想で、常に新しい価値の創造に挑戦する、パイオニアスピリッツ
溢れる人材（起業家／国際人）
・物事の本質を見極めた上で、的確なソリューションを提案できる人材
（経営者）

知識力

発想力

■資質的側面：商社人として求められる基本的な資質を定義

・強いリーダーシップのもと、周囲のコミュニケーションを通し、発想を実現
へと結びつける行動力を持った人材

・常に高い志を持ち、相手の立場に立って考え誠実に行動する事で、周囲
の信頼を得ることの出来る人材

実現力

人間力



教育・研修体制
　社員それぞれの立場と環境に応じた研修プログラムを用
意しています。内定者研修、新入社員研修、新入社員フォロー
アップ研修、キャリア採用者研修等、入社時の導入研修、中
堅社員向けの必修研修および管理職向けの研修を実施して
います。また、自己研鑽研修や、次世代リーダー育成のため、
MBA留学・ロースクール留学・語学研修留学などの海外留
学や、国内ビジネススクールへの派遣も行っています。
　また双日グループの企業価値の持続的な向上を目指すう
えでグループ会社の位置付けがますます重要になっているこ
とより、グループ会社の人材育成・管理強化のために、双日社
員の必修研修項目である「貿易実務」「法律・安全保障貿易・
コンプライアンス」「アカウンティング（基礎）」のグループ会
社社員の受講や、グループ会社の課長クラスを対象とした「リ
スク管理研修」を実施しています。

　双日は、社員が安心して働ける職場環境の提供に向けたさ
まざまな取り組みを行っています。

社員の健康管理
　社員の健康管理、健康増進を図るため、社内診療室を設置
しています。また、社員のメンタルヘルスケアの観点より、スト
レスの予防・軽減を目的としたストレスチェックを実施すると
ともに、定期的に専門医とカウンセラーを診療室に配置する
など、さまざまな問題の予防、早期発見、解決をサポートして
います。

法定外災害補償
　業務上の災害により、負傷、疾病、障害または死亡した場合
においては、法定外補償として休業補償、障害補償、遺族補
償等を行っています。

社会性報告
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人材育成 職場環境

社員との関わり

■ 社員研修プログラム

役割等級 研修コンセプト 必修研修 選抜型研修 専門能力研修 その他研修

部長
クラス

新入
社員

担当
クラス

主任
クラス

上級
主任
クラス

課長
補佐
クラス

課長
クラス

次世代経営者
の育成

次世代ライン長
の育成

知識を具体的
成果に繋げる力
を育成

基礎知識を
応用する力を育成

基礎知識の吸収

基礎研修

●各種e-ラーニング
　-コンプライアンス
　-リスク管理
　-情報セキュリティ

●キャリア採用者
　研修

●海外赴任前研修

管理職研修

プロフェッショナル研修Ｂ

課長補佐登用試験

フォローアップ研修

●部長研修

●課長研修

課長補佐対象
リスク管理研修

●新入社員研修

自己研鑽支援

●英会話
●中国語会話
●その他特殊言語

資格系

●一級建築士
●公認会計士
●弁護士
●証券アナリスト
●中小企業診断士
●危険物取扱技師
　など

特殊語学系

●中国語
●ベトナム語
●ポルトガル語
　など

国内
ビジネススクール

派遣
●エグゼクティブ
　マネジメント
●ミドル
　マネジメント

●ビジネスプランニング
●経営戦略
●マーケティング

●ファイナンス
●ヒューマンスキル研修
●リーダーシップ

プロフェッショナル研修A
●アカウンティング
●マーケティング
●経営戦略
●ファイナンス

●プレゼンテーション
　スキル
●ロジカルシンキング
●ヒューマンスキル
　研修

留学制度
●ＭＢＡ
●ロースクール
●語学研修

必修試験
●法律・安全保障貿易
　・コンプライアンス
●アカウンティングﾞ
●簿記3級
●TOEIC
●貿易実務



　双日は、社員一人ひとりが、これまでの常識にとらわれない
自由な発想で考え、新たな価値を社会に実現していくことを
グループスローガンとして宣言しています。その実現にはダ
イバーシティへの取り組みが不可欠と考え、専任部署として
2008年4月「ダイバーシティ推進課」を設置しました。
　人種・国籍・宗教・性別・障害の有無といった属性にとらわ
れず、多様な価値観を持った社員を受け入れ、個々の能力を
最大限に発揮できる環境（職場・制度・風土）の整備を進めて
います。

育児・介護に関する各種制度
　社員の育児や家族介護を支援するために、各種制度を整
備しています。育児支援については、産前産後休暇制度（有
給）、育児休職制度および看護休暇制度（有給）を実施し、要
介護状態にある家族などがいる場合には、介護支援として介
護休暇制度や介護休職制度、介護フレックス制度等が利用で
きます。介護休職制度は、分割を含め原則183日（最長366
日）まで取得可能となっています。
　また、双日の人材戦略の取り組みの一つとして、双日労働
組合と協同で「ワークライフバランス委員会」を2008年8月
に発足し、長時間勤務の縮減や年次有給休暇の取得促進、既
存の育児・介護に関する各種制度の見直し等を柱として、社
員の頑張りが持続する労働環境、ワークライフバランスの整
備を行っています。

寮・社宅制度および財産形成支援
　独身寮のほか、転勤時において赴任地に持ち家がない社員
に対し社宅を整備し、また、社員の長期的な財産形成支援の
ため、社員持株会、財形貯蓄などの制度を設けています。

人権啓発等
　企業が社会活動を行う上で、人種・国籍・宗教・社会的身
分・性別・年齢・信条・心身の障害などに基づく差別や、差別
を感じさせるような行動や表現は許されません。双日は、社員
が男女の性差、同和問題、あるいは病気などの事由による人

権問題を理解・認識することを目的として、入社時に人権教
育を、入社後にはコンプライアンス研修にて、差別の撤廃を実
現するための取り組みを行っています。
　また、就業規則の遵守を義務付け、コンプライアンス行動
基準マニュアルにセクシャルハラスメントの禁止を明記すると
ともに、社内に相談・苦情の受け付け窓口を設置し、問題解決
に努める体制を整えています。

　「良好な会社経営には、良好な労使関係が必要不可欠」と
の認識の下、双日労働組合とのオープンな議論を通じて、双
日を「働きがいのある会社」とすべく各種取り組みを行ってい
ます。また、会社の経営方針・ビジョンの浸透、社内コミュニ
ケーション促進の一環として、双日労働組合と「社長労使協
議会」「部門長協議会」「決算説明協議会」といった協議会を
定期的に開催しています。
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労使関係

ダイバーシティの推進

労働組合委員長コメント

　双日労働組合は、「組合員の
処遇の維持・改善」を普遍の活
動目的としております。従業員
の幸福は双日の持続的な成長
の上に成り立つことを認識しつ
つ、従業員の働く満足度の高ま
りは、その成長にも寄与すると
の考えのもと、従業員施策や職
場環境の整備などについて労
使間で継続的に協議しており
ます。我々は「時に経営と共生し、時に経営を牽制する」
姿勢で労使間の真摯な議論を行う一方、より広い視野
での自らの「社会的責任」を自覚し、労使協同でのCSR
活動を行っていく所存です。

委員長 富田尚良



　双日グループは、企業理念として「双日グループは、誠実な
心で世界の経済や文化、人々の心を結び、新たな豊かさを築
きつづけます。」を掲げ、国際社会の一員として、またよき企業
市民として豊かな社会づくりに貢献していきます。
　豊かな社会づくりへの貢献の第一歩として、使用済み切手
収集などの「草の根」社会貢献活動や、障害者の自立・社会参
加を支援するベーカリーショップへの協力などから始めてい
ます。

「草の根」社会貢献活動
　グループ役職員一人ひとりが地域あるいは社会への関わ
りをより深めることを目的に、イントラネットに「社会貢献ホー
ムページ」を開設し、社会貢献活動の紹介を行っています。
　具体的には、年2回の職場での献血、使用済みの切手や書
き損じ葉書、プリペイドカードや外貨コインの収集などのボラ
ンティア活動の呼びかけや、チャリティー・イベントなどの紹
介を行い、日々の生活のなかでの「草の根」社会貢献活動の
推進を行っています。

中古オフィス家具を寄贈
　双日インドネシア会社は、2008年3月28日、事務所移転
により不用となったオフィス家具や備品を中部ジャワ地震や
東ジャワ州での洪水被災地に寄贈しました。事務机110台を
はじめ、いす150脚、事務棚50台、テレビ2台、冷蔵庫3台な

ど総額１億ルピア（約100万円）相当が、被災地の公民館や
学校、教会、モスクなどに届けられました。寄贈先の選定と搬
送には、NGOのオイスカ・インターナショナルに協力いただき
ました。
　2008年は日本とインドネシアの国交正常化50周年の節
目にあたり、「日本インドネシア友好年」として、両国の関係を
一層深める年と位置付けられています。今回のオフィス家具
寄贈は、それに併せた地域貢献の一環として行われており、ま
た双日は、7月27日に開催された日イ友好50周年フェスティ
バルへ協賛するなど、両国の友好関係深化への貢献に努めて
います。

災害救援活動 
　双日グループは、国内外の災害に際して、義援金の拠出や
救援物資の提供などにより、被災者の救援や被災地の復興に
協力しています。

社会性報告

社会貢献への取り組み
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社会貢献活動の考え方

社会貢献活動

■ 2007年度以降の主な災害救援活動実績

災害（発生時期） 主な活動実績注1注1

能登半島地震
（2007年3月） ・義援金 50万円

新潟中越沖地震
（2007年7月）

・義援金 500万円
・救援物資提供 36,000円相当

ペルー地震
（2007年8月） ・義援金 2万ドル

米国カリフォルニア州
南部火災
（2007年10月）

・義援金 3,000ドル

バングラデシュ・サイク
ロン被害
（2007年11月）

・義援金 3万ドル

ミャンマー・サイクロン
被害
（2008年5月）

・義援金 3万ドル
・グループ役職員による募金実施 
総額 456,519円（双日から上乗せ
寄付（マッチングギフト）実施 金額 
46万円）

中国四川省地震
（2008年5月）

・義援金 5万ドル
・救援物資提供 200万円相当
・グループ役職員による募金実施 総額 
726,847円注2注2

注1  注1  義援金や救援物資は、各国の赤十字社や被災地で活動するNPOなどに寄付して
います。

注2  注2  中国現地法人にて、別途個別に役職員による募金実施。中古オフィス家具を
寄贈（旧事務所にて）
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　双日の社会貢献の一つに、双日国際交流財団を通じた活
動があります。同財団は、当社の前身の一つである日商岩井
により、1988年12月に設立されました。
　当社のグローバルネットワークを生かし、国際交流の場を
通じて広範な助成活動を行い、国際的な相互理解の深化と
さらなる国際社会の発展に寄与していきたいという目的のも
と20年間活動を行っていますが、この間、助成をした案件は
470件を超え、助成総額は約5億5,000万円に上ります。
　助成活動は大きく三つに分かれます。その一つは、日本と
世界各国との相互理解の深化に資するような「学術研究に
対する助成」で、米国のブルッキングス研究所やライシャワー
センターの日米関係セミナーや日米関係研究プロジェクト
に、財団設立以来、助成を継続しています。
　二つ目は、日本の大学へ私費で留学している学生への「奨
学金助成」で、これまで延べ100名余の留学生に支援を行っ
てきました。奨学生は日本の大学を卒業後、大半が帰国しま
すが、現在ではそれぞれの母国であるいは日本企業に就職
し、日本と母国との架け橋となって活躍しています。

　三つ目は、「国際交流事業や日本理解促進事業への助成」
で、多岐にわたる国際交流支援を実行しています。
● 日米、日中、日韓他の学生主催会議や各種国際会議への支援
● 日本語を学ぶ若者や外国人留学生が世界各国、日本全国
から集うプログラムへの支援
● 能・邦楽など日本の伝統芸術の海外紹介プロジェクトへの
支援
● 海外の日本語学習グループや外国の大学の日本語講座へ
の日本語図書・教材の寄贈など
　今後も、同財団の活動を通して、国際的な相互理解の深化
を図り、国際社会の発展に寄与する活動を進めていきます。

　長岡禅塾は、当社の前身の一つである岩井商店の創業
者・岩井勝次郎が、禅を通じた人材育成および育英事業
を目的として、1936年に設立した財団法人の禅塾です。
同塾では、向学心盛んな大学生の修学を支援するため、
食費や宿泊費などを徴収せずに塾生に個室を提供してお
り、塾生は学業優先で大学に通いながら、禅の修行を行っ
ています。これまでに多くの塾生や社会人が熱心な指導を
受けて巣立ち、多方面で活躍しています。当社は、岩井
商店系の企業集団である最勝会グループの一員として

長岡禅塾設立の趣旨を受け継ぎ、同塾運営のための支援
を行っています。

双日国際交流財団

長岡禅塾

助成活動の一つ
「国際交流助成」
（日本ケニア学生会議）

長岡禅塾



　双日は、地球環境問題を経営上の最重要課題の一つと捉
え、以下に掲げる方針の下、環境保全に取り組んでいます。

　双日は、総合商社として国内外においてさまざまな製品・サー
ビスの提供や事業投資等の活動を行っています。今日におい
て、地球環境問題はその影響が地球規模の広がりを持つととも
に、次世代以降にも及ぶ深刻な問題であるとの認識にたち、あ
らゆる事業活動を通して経済の発展と地球環境の保全の両立
を図るために、全社をあげて環境保全活動を推進しています。
　その具体的手法として環境管理の国際規格である
ISO14001の環境マネジメントシステムを導入し、環境方
針を実現するため、全社目的である「環境保全型ビジネスの
推進」「双日グループ会社の環境関連法規制要求事項遵守
の管理」「環境活動の外縁的展開」を達成すべく活動していま
す。その適切な運用と継続的な改善を推進するために、年１

度の定期的な内部環境監査を実施しています。
　また、低炭素社会の実現に向け、政府が2008年10月より
開始した「排出量取引の国内統合市場の試行的実施」にも参
加しています。

　双日が事業活動を行うにあたり、さまざまな環境面のリス
クが存在します。環境法令を遵守し、環境汚染を未然に防止
することは企業の社会的責務であるとの認識のもと、当社で
は、環境マネジメントシステムにおいて事業活動に伴う環境
リスクを把握し管理しています。
●環境法規制等の遵守
　当社が直接的に遵守すべき法規制のみならず間接的に影
響を受ける法令も把握し、定期的に遵守状況をチェックして
います。改正省エネ法に定める特定荷主としても省エネ対策
に取り組んでいます。
●新規事業投資の環境影響評価
　新規事業投資案件を行う際は、環境保全の観点から申請
部署が『チェックリスト』を作成し環境影響評価を行うことを
義務付けています。
●グループ会社の環境監査
　当社グループ会社の監査の際に、製造業・加工業など工場
を有するグループ会社に対して環境管理体制・環境法令遵

環境報告

環境への取り組み
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環境保全への取り組み方針

環境保全への取り組み状況

環境リスクマネジメント

社長

内部環境監査チーム

緊急事態対策チーム

環境マネジメント部会

EMSユニット責任者
（企画業務室長）

EMSユニット責任者
（各部署より選任）

環境責任者
（部長）

環境責任者
（部長）

環境担当者
（課長）

環境担当者
（課長）

全 

社 

員

CSR委員長

環境管理責任者
（広報部長）

CSR委員会

双日は、社長から任命された
CSR委員長を環境マネジメ
ント全般に関する最高責任
者とした環境管理体制を構
築し、環境マネジメントシス
テムを推進しています。

営業部門

コーポレート部門

営業部

コーポレート部

営業課

コーポレート課

■ 環境管理体制

双日環境方針
基本理念

　地球環境問題は、その影響が地球的規模の広がりを持つとともに、次世代以降にも
及ぶ深刻な問題である。
　双日は、地球環境問題を経営上の最重要課題の一つとして捉え、企業理念に則って
あらゆる事業活動において、経営の発展と地球環境の保全の両立を図る「持続可能な
発展」の実現に向け最善を尽くし、次の世代に豊かな地球を引き継ぐことを目指す。

基本方針
1. 環境への配慮
　事業活動の推進にあたって、環境影響を認識し、自然生態系、地域環境及び地球環
境の保全に充分配慮するとともに環境汚染の予防および環境負荷を抑えるべく資
源・エネルギーの効率的活用に努める。

2. 環境関連諸法規等の遵守
　事業活動の推進にあたって、環境関連諸法規、国際条約及び当社が合意した協定・基
準等を遵守する。

3. 環境管理体制の維持と継続的改善
　環境マネジメントシステムを充実し、環境目的・目標の設定と定期的な見直しを行
い、その継続的改善に努める。

4. 環境保全活動の推進
　日常のオフィス活動の中で、省エネルギー、省資源、廃棄物の削減、リサイクル、グ
リーン購入を積極的に推進し、循環型社会の実現に寄与する。

5. 環境保全型ビジネスの推進
　環境負荷のより少ない製品や省エネルギー型あるいは省資源型の製品の販売や、
リサイクル事業、新エネルギー事業の開発など環境保全型ビジネスの推進により環境
負荷を低減し、「持続可能な発展」に寄与する。

6. 環境方針の周知・公表と啓発活動の推進
　本方針を全ての役員・従業員に周知徹底させるとともに、社外にも開示する。また全
員が地球環境問題への深い認識を持ち、環境に配慮した企業行動を進めるよう教育・
啓発活動を推進する。

双日株式会社   代表取締役社長  加 瀬  豊
2007年7月2日



守状況など環境管理面での監査も同時に行っています。な
お、2008年度から産業廃棄物を排出する事業者は、前年度
１年間の産業廃棄物の排出状況を、都道府県知事へ提出す
ることが義務付けられたことから、グループ関係会社へも廃
棄物処理の徹底を図っています。

　環境マネジメントシステムを円滑に推進するために、そのシ
ステムおよび環境知識の取得に向けた教育・訓練として「環
境影響評価研修（環境責任者・担当者対象）」、「新入社員教
育」、「一般社員教育」、「内部環境監査員養成研修」を定期的
に実施するとともに、e-ラーニングによる環境教育も行って
います。また、イントラネット上にある「環境ISOホームペー
ジ」から全社員が、環境方針をはじめとした環境マネジメント
システム関連文書を閲覧することができます。

　双日は、オフィスにおける省エネルギー、省資源、廃棄物の
削減、リサイクル、グリーン購入を推進し、全役職員参加で環
境負荷の低減に努めています。また、地球温暖化対策推進国民
運動「チーム・マイナス６％」の
一員としてCO2削減を目指し、
“クールビズ”や“ウォームビズ”
の実施、昼休みや退社時の消
灯、OA機器、コピー機等の電
源切りなどによるオフィス内電
力使用量の削減に努めていま
す。その取り組みの一つとして、

階段利用を呼びかけるステッカー（Step by Step ～「上1
階」「下2階」は階段をご利用ください）を作成し、当社および当
社と同一ビルに入居する子会社の社員に階段利用を呼びかけ
ています。

双日グループCSRレポート 2008 30

オフィスにおける取り組み

環境教育・啓発

■ 連結子会社のISO14001認証取得状況（2008年9月30日現在）

●双日マシナリー（株） ●双日プラネット（株） ●プラマテルズ（株）　 
●双日建材（株） ●（株）ニチメンインフィニティ ●第一紡績（株）
●日商エレクトロニクス（株） ●フィルタレン（株） 
●Autrans（Thailand）Co.,Ltd.　●Long Binh Industrial Zone 
Development Company（LOTECO）
●PT Kaltim Methanol Industri ●双日工程塑料（大連）有限公司

■ オフィスにおける環境負荷

注2  当社の各事業所はいずれも賃貸ビルにテナントとして入居しています。そのため上記数
値は、それぞれのビルにおける当社の該当分を必要に応じて面積按分して月ごとに算
出し、年度ごとに合算したものとなります。

注3  当社は2004年4月にニチメンと日商岩井が合併して誕生、以降オフィスの移転・統廃
合を進めてきました。その結果、オフィスの合計床面積は上記のように増加しています。

2004年度 2005年度 2006年度 2007年度
25.66 26.12 30.16 32.46

05/3 06/3 07/3 08/3月期

（単位：トン-CO₂）
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リサイクル率再資源化量 処分量

オフィスの合計床面積（単位：千平方メートル）

廃棄物排出量とリサイクル率の推移

CO₂排出量の推移

注1 CO₂排出量は電気事業連合会から提示されたCO₂排出係数を使用し、電力使用
量から算出しています。係数は年度によって異なります。

1

2

Step by Stepステッカー
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